
機動迫撃砲）や、水際障害処理装置の取得などを進めて
いる。

図表Ⅲ-1-4-9（陸上の防衛のための作戦の一例）

21	 敵の奇襲を防ぐ、情報を収集するなどの目的をもって、ある特定地域を計画的に見回ること。
22	 船舶を通航させるために設けられる比較的安全な海域。航路帯の海域、幅などは脅威の様相に応じて変化するとされる。

4　海上交通の安全確保のための作戦
わが国は、資源や食料の多くを海外に依存しており、

海上交通路はわが国の生存と繁栄の基盤を確保するため
の生命線である。また、わが国に対する武力攻撃などが
あった場合、海上交通路は、継戦能力の維持やわが国防
衛のため米軍が来援する際の基盤となる。

海上交通の安全確保のための作戦では、対水上戦、対
潜戦、対空戦、対機雷戦などの各種作戦を組み合わせて、
哨戒21、船舶の護衛や海峡・港湾の防備を実施するほか、
航路帯22を設定してわが国の船舶などを直接護衛するこ
とになる。なお、海上交通路でのわが国の船舶などに対
する防空（対空戦）は護衛艦が行い、状況により戦闘機
などの支援を受けることになる。

	 4	 宇宙領域での対応
通信や測位などのための宇宙利用は、今や国民生活の

基盤そのものであると同時に、軍事作戦上の指揮統制・
情報収集基盤の中枢をなしており、主要国は、早期警戒、
通信、測位、偵察機能を有する各種衛星の能力強化や基
数増加に注力している。昨今は、中国の軍用衛星増加が
顕著であり、その数は2012年からの11年間で約4.9倍
に急増している。

また、このようななか、自国の軍事優勢を確保するた
めに、一部の国家は他国の宇宙システムへの妨害活動を
活発化させており、宇宙の戦闘領域化が進展している。
今や、宇宙空間の安定利用を確保することは国家にとっ
て死活的に重要である。

Ⅰ部4章2節（宇宙領域をめぐる動向）

1　政府全体としての取組
2023年6月、宇宙開発戦略本部は、国家安全保障戦略

を踏まえ、民間技術の防衛分野への活用などを含めた、
宇宙の安全保障の分野の課題と政策を具体化させる宇宙
安全保障構想を初めて策定するとともに、それを反映し
た宇宙基本計画を決定した。宇宙基本計画は、宇宙基本

法に基づいて策定されるわが国の宇宙開発利用の最も基
礎となる計画であり、わが国の宇宙活動を支える総合的
基盤の強化を目標としている。宇宙安全保障構想では、
宇宙安全保障の目標を、わが国が、宇宙空間を通じて国
の平和と繁栄、国民の安全と安心を増進しつつ、同盟
国・同志国などとともに、宇宙空間の安定的利用と宇宙
空間への自由なアクセスを維持することとした。また、
防衛省・自衛隊のニーズを踏まえ、政府関係機関が行っ
ている先端技術の研究開発を防衛目的にも活用すること
で、政府の研究開発を積極的に防衛力の抜本的強化につ
なげることも記述された。

その後、宇宙安全保障構想などに基づき、同年10月に
は、宇宙に関する不測の事態が生じた場合において、事
態を正確に把握・分析し、官民が一体となって適切に対
応するための宇宙システムの安定性強化に関する官民協
議会が設置された。また、2024年3月には、安全保障・
民生分野において横断的に、技術・産業・人材基盤の維
持・発展に係る課題について検討し、わが国が開発を進
めるべき技術を見極め、その開発のタイムラインを示し
た技術ロードマップを含む宇宙技術戦略が策定された。

そのほか、政府全体の宇宙開発利用に関する政策の企

 参照

 参照

共通戦術装輪車（機動迫撃砲）（イメージ）
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画・立案・調整などを行っている内閣府宇宙開発戦略推
進事務局が中心となり、宇宙活動法23、衛星リモセン法24

や、宇宙資源法25に基づき宇宙政策が進められている。

2　防衛省・自衛隊の取組
防衛省・自衛隊は、宇宙領域において、衛星コンステ

レーションを含む新たな宇宙利用の形態を積極的に取り
入れ、情報収集、通信、測位などの機能を宇宙空間から
提供することにより、陸・海・空の領域における作戦能
力をさらに向上させる。同時に、宇宙空間の安定的利用
に対する脅威に対応するため、宇宙からの監視能力を整
備し、宇宙領域把握26（S

Space Domain Awareness
DA）体制を確立するとともに、

23	 人工衛星等の打上げ及び人工衛星の管理に関する法律
24	 衛星リモートセンシング記録の適正な取扱いの確保に関する法律
25	 宇宙資源の探査及び開発に関する事業活動の促進に関する法律
26	 宇宙状況把握（SSA）に加え、宇宙機の運用・利用状況やその意図や能力を把握すること。

様々な状況に対応して任務を継続できるように宇宙ア
セットの抗たん性強化に取り組むこととしている。また、
相手方の指揮統制・情報通信などを妨げる能力をさらに
強化する。

さらには、宇宙航空研究開発機構（J
Japan Aerospace Exploration Agency

AXA）を含めた関
係機関や民間事業者との間で、研究開発を含めた協力・
連携を強化するとともに、米国などの同盟国・同志国と
の交流による人材育成をはじめとした連携強化を図る。

図表Ⅲ-1-4-10（安全保障分野における宇宙利用（イ
メージ））

 参照

図表Ⅲ-1-4-10 安全保障分野における宇宙利用（イメージ）

各国の保有する軍用衛星の種類と運用機数
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【早期警戒衛星】DSP・SBIRS（米）など
・弾道ミサイル発射の早期探知に利用

【通信衛星】Xバンド防衛通信衛星（日）、WGS（米）など
・遠距離に所在する部隊との通信に利用

【気象衛星】ひまわり（日）など
・気象状況の把握・予測に利用

【測位衛星】GPS（米）、準天頂衛星（日）、北斗（中）など
・正確な場所の把握、システムの時刻同期などに利用

【偵察衛星】情報収集衛星（日）、商用衛星（含超小型衛星）など
・情報収集などに使用

Ｘバンド防衛通信衛星（イメージ）

準天頂衛星3号機（イメージ）

動画：航空自衛隊、宇宙領域把握を開始
URL：https://m.youtube.com/watch?v=qoBwBWBR0-8
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（1）宇宙領域を活用した情報収集、通信、測位な
どの各種能力の向上

ア　情報収集
情報収集については、情報収集衛星27、多頻度での撮

像を可能とする小型衛星コンステレーションをはじめと
した民間衛星などの利用による重層的な衛星画像の取得
を通じ、隙のない情報収集体制を構築することとしてい
る。特に、スタンド・オフ防衛能力の実効性を確保する
観点から、情報収集能力を抜本的に強化する必要があ
り、米国との連携を強化するとともに、民間衛星の利用
などをはじめとする各種取組によって補完しつつ、目標
の探知・追尾能力の獲得を目的とした衛星コンステレー
ションを構築する。
イ　通信

通信については、部隊運用で極めて重要な指揮統制な
どの情報通信に使用するため、現在、Xバンド防衛通信
衛星「きらめき1号」と「きらめき2号」を防衛省として
所有・運用している。今後、通信所要の増大への対応や
さらなる抗たん性強化のため、2024年度には「きらめ
き3号」の打上げにより、Xバンド防衛通信衛星3機体
制を目指すとともに、「きらめき」と通信可能な装備品・
関連地上施設を拡充するため、さらなる受信機材の調達
や地上局通信の広帯域化を実施する。さらに、1号機と2
号機の後継機となる次期防衛通信衛星の開発・製造を行
うこととしており、次期防衛通信衛星に搭載することを
念頭に、妨害に対して抗たん性を有する技術などに関し
て技術実証などを実施する。

また、低軌道通信衛星コンステレーションについて、
各部隊における実証などを実施している。加えて、米国
を中心とする加盟国間で衛星の通信帯域を共有する枠組
みであるP

Protected Anti-jam Tactical SATCOM
ATSへの加盟に向けて、通信機器の整備・実

証を行っている。
ウ　測位

測位については、多数の装備品にG
Global Positioning System

PS受信端末を搭
載し、精度の高い自己位置の測定やミサイルの誘導精度
向上など、高度な部隊行動を支援する重要な手段として

27	 政府の情報収集衛星は、内閣衛星情報センターにおいて運用されているものであり、防衛省は他省庁とともに、情報収集衛星から得られる画像情報を利用
している。

28	 通常の静止衛星は赤道上の円軌道に位置するが、その軌道を斜めに傾け、かつ楕円軌道とすることで、特定の一地域のほぼ真上の上空に長時間とどまるこ
とが可能となるような軌道に投入された衛星のこと。1機だけでは24時間とどまることはできないため、通常複数機が打ち上げられる。ユーザーのほぼ真
上を衛星が通るため、山や建物などといった障害物の影響を受けることなく衛星からの信号を受信することができる。

29	 特定の手段に何か不具合があった場合でも、それをカバーして本来の機能を維持するための予備の手段を持っていること。
30	 宇宙物体の位置や軌道などを把握すること（宇宙環境の把握を含む）。

活用している。これに加え、2018年11月から、内閣府
の準天頂衛星28システムのサービスが開始されたことか
ら、準天頂衛星の測位信号の利用により、冗長性29を確
保することとしている。
エ　HGV探知・追尾などへの対処

小型衛星コンステレーションは、ミサイルの探知、追
尾などの機能に関連する技術動向としても注目される。
防衛省としては、各国が開発・配備を進めるHGVを早
期に探知・追尾する手段として、衛星コンステレーショ
ンを用いた宇宙からの赤外線観測が有効である可能性が
あると考えており、米国との連携の可能性も踏まえつ
つ、新型宇宙ステーション補給機（H

H-Ⅱ Transfer Vehicle
TV-X）で計画して

いる宇宙実証プラットフォームを活用し、赤外線セン
サーなどの宇宙実証を実施する。

このほか、高感度広帯域の赤外線検知素子などの将来
のセンサーの研究を推進することとしている。

（2）宇宙の安定的利用確保のための取組
人工衛星の活用が、安全保障の基盤として死活的に重

要な役割を果たしている一方で、一部の国が、キラー衛
星や衛星攻撃ミサイル、電磁波による妨害を行うジャミ
ング兵器などの対衛星兵器の開発を進めているとみられ
ている。また、対衛星破壊実験によるデブリの急増や衛
星コンステレーションの出現により軌道の混雑化が進ん
でおり、このため、SDA体制の確立と宇宙利用における
抗たん性を強化していく必要がある。

これまで防衛省・自衛隊は、宇宙利用の優位を確保す
るための能力の強化に取り組んできており、その一環と
して、宇宙状況把握30（S

Space Situational Awareness
SA）の強化に向けた取組を進め

てきた。今後は宇宙物体の位置や軌道などを把握する
SSAの強化も図りつつ、衛星の運用状況、意図や能力を
把握するSDAの強化に努めていく。2023年度には、
SDA衛星（2026年度打ち上げ予定）の製造に着手した。
また、SDA衛星のさらなる複数機での運用についての
検討を含めた各種取組を推進する。そのほか、宇宙作戦
の運用基盤を強化するため、宇宙作戦指揮統制システム
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などを整備する。
宇宙利用における抗たん性の強化については、衛星通

信の高抗たん化技術実証により、ジャミングなどの妨害
行為に対する抗たん性を確保するとともに、将来的な日
米の宇宙システムの連携に向けて、SSAシステムなどに

対するサイバーセキュリティを確保していく。また、電
磁波領域と連携して、相手方の指揮統制・情報通信など
を妨げる能力を構築することとしている。

図表Ⅲ-1-4-11（宇宙領域把握（SDA）体制構築に向
けた取組）

 参照

図表Ⅲ-1-4-11 宇宙領域把握（SDA）体制構築に向けた取組

民間事業者

運用システム

静止軌道
高度約36,000km

低高度周回軌道
高度～1,000km

SDA衛星

米 軍
自 衛 隊

レーダー

JAXA

レーザー
測距装置

宇宙領域把握（SDA）任務VOICE

	 空自 宇宙作戦群 第1宇宙作戦隊　解析係員　3等空曹　中
なか
谷
たに
　要
かなめ

宇宙作戦群では2023年3月16日から、宇宙領域把
握任務を開始しました。
宇宙空間の利用は今や経済・社会活動に不可欠であ

り、防衛分野の指揮統制・情報収集においても重要な役
割を果たすなか、スペースデブリの増加やいわゆる「キ
ラー衛星」の存在など、宇宙空間の安定的利用に対する
脅威が高まっています。その脅威に対応するため、宇宙
空間で何が起きているのかを把握するのが我々の任務
です。
「宇宙領域把握」と聞くと、SF映画のような壮大なイ
メージを持たれるかもしれませんが、実際はセンサー情
報など、膨大なデータから収集した軌道情報の分析、評
価といった地道な業務を行っています。また、広大な宇
宙領域を把握するために同盟国・同志国の宇宙部隊、

JAXAなどと連携しており、これらの方々との交流を通
じた新しい発見と勉強による成長を日々感じています。
我々の宇宙領域把握により宇宙空間の安定的利用に

寄与できるよう、引き続き任務にまい進していきます。

第1宇宙作戦隊での勤務風景
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（3）組織体制の強化
宇宙領域専門部隊を強化するため、2023年度には、

宇宙作戦群隷下に宇宙関連の装備品などの維持整備を担
う第1宇宙システム管理隊（府中）と第2宇宙システム
管理隊（防府北）を新編した。2024年度には、要員拡充
によりSDAのための装備品を安定的に運用する体制を
引き続き強化する。

また、宇宙空間の安定利用の確保が死活的に重要にな
るなか、宇宙優勢を確保すべく、SDA体制の整備を推進
するとともに、将官を指揮官とする宇宙領域専門部隊を
新編するなどにより、宇宙作戦能力を強化する。この際、
宇宙領域の重要性の高まりと、宇宙作戦能力の質的・量
的強化にかんがみ、空自において、宇宙作戦が今後航空
作戦と並ぶ主要な任務として位置づけられることを踏ま
え、航空自衛隊を航空宇宙自衛隊とする。

今後とも宇宙領域にかかる組織体制・人的基盤を強化
するため、JAXAなどの関係機関や米国などの同盟国・
同志国との交流による人材育成をはじめとした連携強化
を図るほか、関係省庁間で蓄積された宇宙分野の知見な
どを有効に活用する仕組みを構築するなど、宇宙領域に
かかる人材の確保に取り組む。

（4）関係機関や宇宙関連産業との連携強化
宇宙空間については、情報収集、通信、測位などの目

的での安定的な利用を確保することは国民生活と防衛の
双方にとって死活的に重要であり、防衛省・自衛隊にお
いては、宇宙空間についてJAXAを含めた関係機関や民
間事業者との間で、研究開発を含めた協力・連携を強化
している。その際、民生技術の防衛分野への一層の活用
を図ることで、民間における技術開発への投資を促進
し、わが国全体としての宇宙空間における能力の向上に
つなげていく。

また、2023年3月、防衛省のSSAシステムの運用開
始に伴い、防衛省から衛星を運用する民間事業者などに
対し、宇宙物体の軌道情報などのSSAに関する情報提供
を開始した。

さらに、2023年10月、空自は、民間宇宙事業者との
活発な意見交換などを目的に民間のシェアオフィス内
に、宇宙協力オフィスを開所した。空自は、このオフィ
スに空自隊員数名を常駐させ、得られた知見を将来の装
備品導入などに反映していくこととしている。

（5）同盟国・同志国などとの連携強化
わが国の安全保障に不可欠な宇宙空間の持続的かつ安

定的な利用を確保するためには、同盟国や同志国などと
の連携強化が必須であり、また、宇宙における責任ある
行動の規範、規則、原則を通じた宇宙における脅威の低
減に向けた協力も図っている。2022年9月、わが国は、
宇宙空間における責任ある行動の規範の形成に向けた国
際場裡での議論を積極的に推進していく考えから、破壊
的な直接上昇型ミサイルによる衛星破壊実験を実施しな
い旨の決定を行った。この決定は同年4月に米国が同趣
旨の宣言をしたことを受けて発表されたもので、わが国
のほか、カナダ、ニュージーランド、ドイツ、英国、韓
国、オーストラリア、フランスなども同様の発表を行っ
た。さらに、同年12月の国連総会本会議では、米国が主
導し、わが国を含む11か国が共同で破壊的な直接上昇
型対衛星（D

Direct-Ascent Anti-SATellite
A-ASAT）ミサイル実験を実施しないとの

決議を提案し、155か国の支持を得て採択された。
同時に、誤解や誤算によるリスクを回避すべく、関係

国間の意思疎通の強化や宇宙空間における透明性・信頼
醸成措置（T
Transparency and Confidence Building Measures

CBM）の実施の重要性を発信していくこと
が必要である。
ア　米国との協力

米国とは、宇宙領域における日米防衛当局間の協力を
一層促進する観点から、2015年4月に日米宇宙協力ワー
キンググループ（S

Space Cooperation Working Group
CWG）（審議官級）を設置し、宇宙政

策や戦略にかかる連携、SDA情報共有や教育を含む日
米宇宙運用部隊間の協力、低軌道衛星コンステレーショ
ンにかかる議論など、宇宙協力について幅広く議論して
きている。SCWGはこれまでに9回、直近では2023年
7月に開催している。

また、日米政府間では、宇宙に関する包括的日米宇宙
対話（C

Comprehensive Space Dialogue
SD）を、日米安全保障当局間では安全保障分野

宇宙協力オフィスでの勤務状況（右側6名が空自隊員）
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における日米宇宙協議審議官級会合（S
Space Security Dialogue

SD）を開催し、
防衛省も参加して、両国の宇宙政策に関する情報交換や
今後の協力に関する議論を行っている。

直近のハイレベル交流に関しては、2023年1月の日
米「2＋2」において、宇宙への、宇宙からのまたは宇宙
における攻撃が、同盟の安全に対する明確な挑戦である
と考え、一定の場合には、当該攻撃が、日米安全保障条
約第5条の発動につながることがありうることを確認し
た。また、2023年9月にサルツマン米宇宙軍作戦部長が
木原防衛大臣への表敬を行い、宇宙領域の安全保障面で
の重要性が増しているとして、日米の連携を強化してい
ることを確認した。

運用面では、空自がSSAシステムを効果的に運用する
ためには米国との連携が不可欠であることから、米国と
の情報共有の具体化を進めている。また、米軍が主催す
る宇宙安全保障に関する多国間机上演習「シュリーバー
演習」や宇宙状況監視多国間机上演習「グローバル・セ

ンチネル」への参加を継続し、多国間における宇宙空間
の脅威認識の共有、SDAにかかる協力や宇宙システム
の機能保証にかかる知見の蓄積に努めているほか、米国
宇宙コマンド多国間宇宙調整所（M

Multinational Space Collaboration Office
SC）に自衛官を派遣

している。
イ　同志国などとの協力

同志国とは、協議や情報共有、多国間演習への参加を
通じ、防衛当局間の関係強化、SDA情報にかかる協力、
宇宙運用部隊間協力など様々な分野で連携・協力を図っ
ている。2023年12月には、防衛省・自衛隊として、連
合宇宙作戦イニシアチブ（C

Combined Space Operations Initiative
SpO）の参加国に加わった。

これは、米国をはじめとする同志国で構成され、宇宙安
全保障に関する議論を実施する多国間枠組みである。ま
た、同月ドイツで開催されたCSpO将官級会議に参加
し、わが国の宇宙政策と宇宙分野における取組について
説明を行った。CSpOに参加することにより、宇宙分野
における同盟国・同志国との関係をさらに強化しつつ、

宇宙安全保障構想と防衛省の取組

2023年6月に策定された宇宙安全保障構想のポイン
トは、次のとおり、3つのアプローチです。将来的な姿
として、まず、①安全保障のための宇宙システム利用の
抜本的拡大（宇宙からの安全保障）と②宇宙空間の安全
かつ安定的な利用の確保（宇宙における安全保障）の全
体像を「安全保障のための宇宙アーキテクチャ」として
示しています。そのうえで、これを早期に実装するため、
③安全保障と宇宙産業の発展の好循環の実現を図るべ
きことを明らかにしています。
本構想策定後の防衛省・自衛隊の取組状況としては、

①宇宙からの安全保障の実現に向けて、JAXAと連携し、
新型宇宙ステーション補給機（H

H-Ⅱ Transfer Vehicle
TV-X）を宇宙実証プ

ラットフォームとして活用したHGV探知・追尾の能力
向上のための赤外線センサなどの実証に着手していま
す。さらに、情報収集コンステレーションを構築するた
めの取組も進めているところです。
②宇宙における安全保障の実現に向けては、SDA能

力の強化のため、2026年度の打ち上げを予定し、SDA
衛星の整備を行っています。また、2023年12月には、
米国をはじめとする同志国で構成される多国間枠組み
である連合宇宙作戦イニシアチブ（CSpO：Combined 
Space Operations Initiative）への参加を実現してお

り、今後こうした枠組みも活用し、安定的な宇宙利用の
ための国際連携をさらに強化していく考えです。
③安全保障と宇宙産業の発展の好循環の実現に向け

ては、政府関係機関が行っている先端技術の研究開発を
防衛目的にも活用し、防衛力の抜本的強化に繋げること
としており、重視する宇宙関連技術例を本構想でも示し
たところです（図表1）。2024年3月に策定された宇宙
技術戦略にも一部これらの技術が盛り込まれています。
防衛省・自衛隊としては、民間や政府の総合力を結集
し、安全保障にかかる宇宙システムの効果的な研究開
発・早期装備化の取組を推進していきます。

衛星コンステレーションを
積極的に活用し、宇宙利用
を拡大していくための技術

• �量産を見据えた設計・製造・検証技術
の高度化

• �衛星コンステレーションにおけるネッ
トワーク最適化

増大する通信所要を�
確保するための技術

• �衛星のフルデジタル化やソフトウェア
定義化

• EHF帯域の活用

SDAや任務保証等に�
資する技術

•各種バスやセンサ等の小型・軽量化
• �衛星運用の自律・地上システムの分散
化

•宇宙実証・回収機会の確保
図表1：�「安全保障のための宇宙アーキテクチャ」を構築するうえでの

共通基盤技術の例（「宇宙安全保障構想」より抜粋）
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安定的な宇宙利用の確保のための国際的な取組に積極的
に関与していく。

オーストラリアとは、日豪防衛当局間の宇宙協力にか
かる協議（課長級）を2021年5月から行っている。また、
2022年11月には日豪防衛宇宙パートナーシップに関
する趣意書を結び、これを受けて宇宙協力の深化を図っ
ている。さらに、宇宙運用部隊間の具体的な協力につい
て議論するために宇宙ワーキンググループ（S

Space Working Group
WG）を

設置した。
英国とは、2022年8月から日英防衛当局間の宇宙協

議を開催しており、宇宙政策や戦略にかかる連携、宇宙
運用部隊間の協力や交流の推進、SDAにかかる情報共
有などについて調整を進めている。

フランスとは、2021年12月から日仏防衛当局間の宇
宙協力にかかる協議（課長級）を行っており、自衛隊に

よる仏航空・宇宙軍主催の多国間宇宙演習（AsterX）へ
の参加を含む部隊間交流の促進、宇宙作戦群と仏宇宙コ
マンドとの連携強化、SDAにかかる情報共有態勢強化
などについて調整を進めている。また、日仏政府間では
日仏包括的宇宙対話を実施しており、防衛省も参加して
いる。

ドイツとは、これまで部隊間で宇宙協力にかかる専門
家会議を行っており、宇宙運用部隊間協力の深化に向け
たSWGを開催し、連携を図っていく。

カナダとは、2023年3月に日加宇宙部隊間の机上演
習を初めて開催し、宇宙運用部隊間の協力の促進や情報
共有にかかる協力を推進していく。

日E
European Union

U間では、日EU宇宙政策対話を、また、日インド
政府間では、日インド宇宙対話を開催しており、いずれ
にも防衛省から参加している。

	 5	 サイバー領域での対応
サイバー領域においては、諸外国や関係省庁、民間事

業者との連携により、平素から有事までのあらゆる段階
において、情報収集、共有を図るとともに、わが国全体
としてのサイバー安全保障分野での対応能力の強化を図

ることが重要である。
政府全体において、サイバー安全保障分野の政策が一

元的に総合調整されていくことを踏まえ、防衛省・自衛
隊においては、自らのサイバーセキュリティのレベルを

資料：防衛省・自衛隊の『ここが知りたい！』　自衛隊のサイバー攻撃への対応について
URL：https://www.mod.go.jp/j/press/shiritai/cyber/index.html

資料：サイバーセキュリティに関する注意喚起
URL：https://www.mod.go.jp/j/approach/defense/cyber/index.html

各国のCSpOへの参加者（最前列左　内倉空幕長）（2023年12月）

カナダ軍との机上演習
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